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視報告第３号  

令和６年１１月２８日 

 

ふじみ野市議会  

議長 島 田 和 泉 様 

 

 

市民・都市常任委員会       

委員長 民 部 佳 代      

 

 

市民・都市常任委員会視察調査報告書  

 

 令和５年第１回臨時会において閉会中の継続調査の申し出をした所管事務に係

る特定事件の調査について、令和６年１１月７日に栃木県宇都宮市を視察し調査

を実施したので下記のとおり報告します。  

 

記 

 

１ 調査事項  

（１）産業振興施策について（栃木県宇都宮市）  

  

２ 出席委員  

委 員 長  民 部 佳 代   副委員長  坪 田 敏 孝 

  委  員  田 中 早 苗   委  員  鈴 木 宏 樹  

  委  員  島 田 和 泉   委  員  加 藤 恵 一  

  委  員  塚 越 洋 一  

 

３ 視察の概要  

 

●栃木県宇都宮市  

宇都宮市は、栃木県のほぼ中央に位置し、東京から北に約１００キロメートル

の距離にある。北西に日光連山、北に那須連山を望み、東に鬼怒川の清流、南に

は広大な関東平野がひらけ、美しい豊かな自然に恵まれている。市内を東北新幹

線、東北自動車道、北関東自動車道、鉄道各線が通る交通の要で、商工業などが

集積する北関東の中枢拠点として発展している。市の面積は４１６．８５平方キ

ロメートルで、人口は令和６年４月１日現在で５１万１５１９人である。  

宇都宮市は「住めば愉快だ」というブランドスローガンのもと、住民や働く人、
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市外からの訪問者にとって楽しい街づくりを推進している。自転車専用レーンの

設置やレンタサイクルの提供、農業に恵まれた環境でのブランド農産物の生産、

工業都市としての発展など、宇都宮市は安全で快適な生活空間の提供と産業振興

に力を入れている。  

今回の視察では、地域産業を盛り上げるための策として、どのようなサポート

が可能かを学ぶことを目的に、宇都宮市のベンチャー企業支援や道の駅事業に焦

点を当て視察を実施した。 

 

１ ベンチャー企業支援（ベンチャーズ）について 

（１）事業概要について  

 ベンチャー企業支援（ベンチャーズ）は、多様な分野の企業の創出・集積によ

る宇都宮市経済の持続的発展を図るため、インキュベーション施設（創業初期の

企業や起業家の支援を目的とした施設）である起業家支援施設の管理並びに起業

家育成の効果的な支援体制として「宇都宮ベンチャーズ」を運営するものである。  

 事業化に至った経緯として、２００１年当時、栃木県内にベンチャー企業を創

出するインキュベーション施設が無かったため、起業家育成に熱い思いを持った

民間企業経営者２名が立ち上がり、「将来の地域経済を担う経営者は、現企業経営

者が育成する」という理念を掲げ、宇都宮市とタッグを組んで官民一体でコミュ

ニティ機能を持つインキュベーション施設及び運営組織「宇都宮ベンチャーズ」

を創り上げた。  

 

・ベンチャーズとは    

名称 宇都宮市起業家支援施設（愛称：宇都宮ベンチャーズ） 

設立年 ２００２（平成１４）年 

所在地 宇都宮市中央３丁目１番４号栃木県産業会館３階  

広さ 約３８０平方メートル  

入居数（令和６年度現在） 

インキュベーションオフィス

（最大３年間）  
４／８室  

シェアオフィス（最大２年間）  １１／１４席  

特徴 
①低コストのオフィス ②起業家コミュニティ  

③先輩経営者の支援  ④ネットワーク形成  
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（施策の体系図 宇都宮市公式Ｗｅｂサイトより 赤枠は作成者追記） 

 

（２）運営体制と財政措置について  

事業主体  宇都宮市  

運営の人員体制  コミュニティマネージャー１名常駐（委託先）  

財政措置  

施設管理運営費（委託料、光熱水費） １０，８３７千円  

宇都宮ベンチャーズ運営費（補助金） ２，７９４千円  

産業会館負担金（負担金） ４，６０２千円  

 

（３）入居要件と審査方法ついて  

 ・インキュベーションオフィス（８室 月額２０，０５０円～）  

 起業家のうち、本市内に法人登記しているまたは登記予定であり、次の各号の

いずれにも該当する者が入居対象である。 

 ①使用開始の時点で、事業活動を行っている者または新たに創業を目指す者で

あり収益性が見込める事業計画を有するもの  

 ②会社（会社法第２条第１項）の設立の登記後若しくは有限責任事業組合契約

の登記後５年を経過していない者または、会社の設立の登記のための手続き

若しくは有限責任事業組合契約の登記の手続きに着手している者  

 ③既に創業後５年以上経過している企業の代表者で、同内容の業務を行う別の

法人格を取得していないもの  

 ④本社事務所として使用しようとする者  

 ⑤支援施設退去後に、原則、宇都宮市内に本社または事務所をおいて事業活動

を行おうとする者  

 ⑥使用許可を受けてから２カ月以内に法人市民税の登録所在地を支援施設で登
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録し、使用開始できるもの 

 また、インキュベーションオフィスの入居審査においては、書類審査に加えて

外部審査員による面談審査を実施している。外部審査員はベンチャーズの運営委

員の構成員である。  

 

・シェアオフィス（１４席 月額３，６６０円）  

 シェアオフィスは主に個人で会社の創業及び創業準備期を想定しており、調査

及び企画、情報処理、研究開発、国際事業、情報サービス業、その他管理業務に

関する業務を行う者で、その活動の拠点として本施設を使用する者を入居対象と

している。  

 審査は書類審査のみであり、事業計画、利益計画、履歴書、開業届などの提出

を求めている。  

 

（４）実績と効果、利用者の声などについて  

 実績として、卒業企業４６社の企業のうち５年生存率は８９．４％となってお

り、全国平均である８１．７％を上回っている。また、支援企業のうち２９社が

市内に立地を継続しており、約６００人の従業員雇用者を創出している。なお、

Ｍ＆Ａで企業売却した卒業企業や１億円の資金調達に成功した企業が出ている。  

 利用者の声として、プラス面では、経営者は孤独なのでコミュニティや悩みを

共有できる仲間がいて良かったなどの声がある。マイナス面では、駅から徒歩２

０分の立地であり、交通の便が悪いこと、近年のテレワーク化に伴うテレフォン

ブースの要望や入居期間が短いことなどが挙げられている。  

 

（５）今後の課題について 

 利用者の声にもあった入居期間が短いことが現在検討課題となっている。また、

シェアオフィスは法人化する準備などにも使われており、以前７席だったものを

１４席まで増やしほぼ満席に近い水準でいるのに対し、インキュベーションオフ

ィスは満室になることが無いほど空室率が目立ってしまっている。２年程度で会

社規模を拡大できるベンチャーが少ないことが理由として挙げられていた。  

 事務局側として、卒業企業が法人税としてどれぐらい収めているかなどといっ

た指標による費用対効果の分析など、費用対効果の検証ができていない点に課題

がある。  
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２ 道の駅事業（ろまんちっく村）について  

（１）事業概要と経緯（事業の立ち上げから現在まで）について  

 ろまんちっく村は、平成８年９月１４日に宇都宮市農林公園として誕生した。

正式名称は、宇都宮市農林公園ろまんちっく村で宇都宮市の北西部に位置してい

る。宇都宮市の市制施行１００周年記念・農政事業の一環として農林業の振興、

地域の活性化、市民の余暇活動の充実を目的に事業化された。総面積は東京ドー

ム約１０個分の４６ヘクタールである。  

 平成８年の開業当初は、事業主体が宇都宮市で、運営主体が宇都宮市を加えた

第三セクターとして設立した株式会社ろまんちっく村に管理運営を委託していた。

その後、平成１７年に指定管理という形に移行するタイミングで提案協議などを

実施し、平成１８年から株式会社ろまんちっく村が指定管理者として管理運営を

開始していた。平成１９年から現在の運営会社である株式会社ファーマーズ・フ

ォレストが指定管理者として運営しており、平成２４年９月２２日に道の駅とし

てリニューアルオープンした。  

 

（２）事業の目的について  

 本事業は、農林業への理解を深め、食文化及び健康づくりに親しむ場を市民に

提供することにより、農林業の振興と地域の活性化を図るとともに、市民の余暇

活動の充実に資するために設置された。  

 また、来園者のニーズに対応した公園整備（新規施設整備、既存施設の改修・

修繕）を行うとともに、道の駅の持つ知名度と情報発信力を生かし、市外・県外

からの集客力の向上と北西部地域の活性化を図ることを目的としている。  

 

（３）運営体制と財源措置について  

運営方法  公設民営（指定管理） 

運営主体  ㈱ファーマーズ・フォレスト  

指定管理期間  平成３０年から１０年間（現在２期目）  

令和６年度運営費  委託料（指定管理料など） 約２８０，０００千円  

当初財源措置  

（施設整備費）  
当初整備費         １４，８７２，０００千円  

（内訳）  国県補助金（※） ３，６１７，０００千円  

 地方債 ２，７９４，０００千円  

 １００周年記念事業基金 １，６５２，０００千円  

 一般財源  ６，８０９，０００千円  

※農林水産省補助事業  農業農村活性化農業構造改善事業  ３，０４３，０００千円  

 地域農業基盤確立農業構造改善事業  ５６０，０００千円  
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（４）道の駅化について  

 農林公園としてスタートし指定管理者により運営をしていたが、なかなか人が

集まらない、売り上げが上がらないといった課題があった。道の駅を拠点として

事業を循環させていく必要があると考え、株式会社ファーマーズ・フォレストか

ら道の駅とする提案があった。なお、平成２４年度から道の駅として登録するた

めに次の要件があった。  

第一に、休憩機能が必要となる。道の駅では無料で２４時間利用可能な十分な

容量の駐車場の設置、清潔なトイレ設備及び子育て支援施設等が必須となるとの

指摘があった。これに対応するために適切な整備工事を行った。第二に、情報発

信機能が必要となる。道の駅は地域の情報を集約し、発信する場として活用され

るため、道路や地域に関する情報提供機能の強化も求められた。以上により、双

方の機能を実現するための整備を行った。 

 結果として、既存施設が要件をおおよそ充足しており、線の引き直しなどの対

応を行うのみで追加費用は軽微であった。 

 

（５）収支等運営状況について  

 指定事業の中には飲食、温浴施設やプールの運営を依頼しているが、温浴施設

等は光熱費がかなり上昇しているため、経費がかさむ状況になってしまっている。

ただし、指定管理者の自主事業で、例えばイベントを開催することによる収益な

どがあり、赤字部分も含めて運営している状況である。  

 

（６）実績と効果について  

 平成８年の開業当初の来園者数が年間８０万人弱であったが、平成２４年の道

の駅になってからは年間の来場者数が１００万人を超えるような年が続いている。

また、最も多かった年は平成３０年の約１４０万人である。  

 コロナ禍において来園者数は８０万人程度まで落ち込んだが、地元客の来園は

継続しており、近年は１００万人を超えるまで客足が回復している。  

 平日の来園者数の約７割が地元若しくは近隣の来園者であるのに対し、週末は

県外などからの来園者が約７割を占めている。 

また、株式会社ファーマーズ・フォレストは、現在約３００件の生産者と契約

しており、自社トラックによる集配集荷を行っている。集荷場所は地域の生産者

共通の集荷場所を設け、生産者の労力を軽減している。さらに、旅行業の観点か

ら観光においても収穫体験のイベントを開催するなどの取組を推進している。  

回遊性の調査では、他の観光地からの立ち寄りのほかにこの道の駅を起点とし

た地域観光の回遊が確認されている。宇都宮市と協力し、地域を良くしよう、地

域の観光を盛り上げていこうという思いで連携が図られていると評価されている。 
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（７）今後の課題について  

 建設から２８年目を迎えており、老朽化などへの対応が今後の課題である。そ

こで、令和９年までの指定管理期間後に、令和１０年頃から再整備を計画してい

る。近年では新しい道の駅が隣町に誕生するなど、他の道の駅もリニューアルオ

ープンをしている。また、再整備に当たりニーズを把握するため利用者に対して

アンケートを実施している。現在、ニーズやコンセプト、管理運営方法などを検

討し基本構想を策定している。 

 

 

≪各委員所感≫ 

（民部佳代委員長）  

 ベンチャー企業支援（ベンチャーズ）については、起業支援のオフィス提供だ

けでなく、大学や支援団体、金融機関などとのネットワーク形成にも努め、入居

企業だけでなく新たな起業にチャレンジする起業家の育成を行っている。また先

輩経営者や起業家同士の交流でスタートアップが直面する課題の解決につながっ

ている。ふじみ野市には空き店舗対策の補助金があるが、小売り・飲食など業種

に制限がある上、廃業した店舗を再利用するためのものであり産業振興策として

は効果が薄い。情報通信、コンサルティング、商品開発、広告、デザインなどを

はじめとする小規模事業の立ち上げやネットワーク作りなど、新たな産業の創出

を支援する取組も必要ではないか。  

次に、道の駅事業（ろまんちっく村）については、農林業振興を核とした市民

の余暇活動、観光が目的の施設である。ふじみ野市単独で農業・農作物をＰＲす

る施設の整備は難しいのではないか。近隣市町との連携で同様の事業は考えられ

る。 

 

（坪田敏孝副委員長）  

 ベンチャー企業支援では、国の補助金が事業推進の大きな要因となっていると

のことであった。国の審査を経るには、支援策案は水準の高いものでなければな

らず、財源確保に加えて自治体の施策のレベルアップの効果が生じるものである。 

東京にオフィスを設け、宇都宮と縁がある人々との連携を展開している点、つ

まり外部の企業、人材の資本、情報、知識ノウハウ、ネットワークを活用する点

は、産業振興のほか、まちづくり全般に活用できると考える。  

 道の駅事業では、地域商社が指定管理者となり、事業をプロデュースし、農産

物、特産品、観光資源の付加価値の向上、体験レジャーというソフト面の商品化

で大変優れた実績を上げている。ほかとは異なる、優れた企画、事業アイデアが

肝要であるとあらためて認識した。  

 集客において回遊性を意識し、回遊ルートや他の回遊先との連携を意識したサ

ービス展開も参考になると考える。  
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（田中早苗委員）  

 宇都宮市ベンチャー企業支援の視察について、長期にわたり雇用環境が不安定

な現代社会において、誰もが新規事業の起業家として希望を持つことができる支

援事業には、魅力がある。起業するに当たり、オフィスの賃貸料を考えると中々

事業の立ち上げにためらいがちであるが、低料金での賃貸契約と無料での相談が

心強い環境である。創業後の卒業生からのアドバイスは伴走型支援で悩みを共有

できることで、孤独になりにくいと考えられる。また、産学連携により高校生か

ら大学生までに起業家のノウハウと情報を提供するアントレプレナー醸成事業は、

学生たちにとっても個性と可能性を伸ばすチャンスの場である。本市での公共施

設での空き部屋等を利用してはどうか。  

 

（鈴木宏樹委員）  

 宇都宮ベンチャーズは、栃木県宇都宮市を拠点とするスタートアップ支援団体

であり、地域の経済活性化を目指しており主な特色として、地域密着型の支援体

制が挙げられ地元の企業や大学と連携し、起業家に対しメンタリングや資金調達、

マーケティング支援を行い実践的なノウハウを提供している。多様な業界のスタ

ートアップを対象にしており、特にテクノロジー、観光、農業などの分野に力を

入れ、地域資源を活用したビジネスモデルの構築を促進し、地域の特色を活用し

た革新を推進している。 

約１億円を調達できた企業もあり『天体への突入技術を生かし宇宙利用サービ

スを安価・清潔に提供』と、ビジョンを掲げ、国・ＪＡＸＡ含め産官学の関係を

築き企業が社会に貢献していた。ネットワーキングイベントやセミナーを定期的

に開催し、起業家同士の交流や情報共有を促す場を提供。地域の起業環境を活性

化し、新たなビジネスの創出を支援する重要な役割を果たしていた。  

 

（島田和泉委員）  

行政規模的に比較するには難しい差がある点は事実だが、事業予算や地域内事

業者の方々の力など、多様な視点を持ちユニークな取組を行える土壌を持たれて

いる自治体を視察できたことは、私たちの学びに対して好奇心の高まりや新しい

事業への取組などに挑戦する刺激であり、大きな力となった。  

宇都宮市が実施する起業家支援事業は、既存の施設を部分利用する方式で施設

を確保され運営されているとのこと。セミナー形式や相談会形式の起業家支援は

良く聞く話だが、場所を提供できるメリットは大きいと感じる。  

２カ所目の視察は道の駅事業を学ばせていただいた。当初は農林公園としての

スタートから収益性や公共性及び集客化を目指された目的の変化が印象的であっ

たが、大きな力となったのは民間活力の導入による効果であった。真似ることは

難しいが、事業の考え方や方法は大きな学びにつながった。  
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（加藤恵一委員）  

ベンチャー企業支援については、産官学金と連携して運営・サポートを行い事

業創造事業の立ち上げ、成長期、事業発展期と成長の段階に応じての支援の取組

は、参考になった。また、現企業の経営者が若き経営者を育成する仕組みづくり

は、本市でもあれば良いと感じる。  

本市においては、商工会等でセミナー等も定期的に開催しており、民間のコワ

ーキングスペースも徐々に増えてきつつある。本市でも関係する機関など連携し

若き起業家をサポートする取組を実践できればと考える。  

次に、道の駅事業については平成１９年に指定管理者としてファーマーズ・フ

ォレストが管理運営を行い、道の駅として供用を開始し県外からも多くの来園者

でにぎわう施設となっている。地場産野菜の６次産業化や農業体験、市内観光回

遊につなげる取組は参考になった。  

本市では道の駅としての機能を有する施設をつくることは困難であると考える

が、ＪＡや地元の生産者等と連携して６次産業化、農業体験などの取組は、でき

ると考える。また、近隣でも道の駅の構想があると聞いている。広域農業観光連

携として近隣の市町と連携しながら取り組めればと考える。  

 

（塚越洋一委員）  

 べンチャー企業支援については、卒業企業４６社のうち、５年生存率が８９．

４％もあり、政策効果は大きいものといえる。シェアオフィスの需要が高いとの

ことであったが、なるほどと思った。首都圏３０キロメートル圏内の立地条件で

あるふじみ野市でのベンチャー企業支援は、もっと大きな政策効果が期待される

のではないだろうか。職住近接の住宅都市としてふじみ野市が成熟していくため

には、本市に適したベンチャー支援の多様な形態を研究していくべきである。  

 ろまんちっく村については、管理運営を第三セクターから株式会社ファーマー

ズ・フォレストに指定管理者としたことにより、経営的には成功したものといえ

る。しかし、初期投資としての施設整備費１４８億円が国の補助と地方債及び市

の一般財源から支出されていることから、施設の老朽化に伴う維持管理費の増大

や施設の更新にかかる費用をどのようにして誰が負担していくのか、指定管理者

の利益との関係も含めて検討すべきではないだろうか。  

 


